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１．はじめに 

地震被害からの速やかな復旧には、庁舎等が災害

対応の拠点となる。過去の地震では、庁舎等が立ち

入り可能であるかどうかを専門家が確認するまでに

時間がかかり（図-1）復旧の妨げとなった例もある。 

本研究は、建物管理者が立ち入りの可否を判定す

るのに必要な構造体と非構造部材に関する技術資料

を提示することを目的とする。 

 
図-1 地震直後は健全性が不明 

 

２．研究内容等 

本研究で解決を図る課題は次の２点である。 

a) 地震直後に構造体の健全性を専門家によらず

迅速に判定するには加速度計等の活用が考え

られるが、一般的な工学的判定基準が無い。 

b) 非構造部材の健全性を地震直後に目視点検す

るための技術資料が未整備。 

これらの課題に対して、次の研究を実施する。 

① 建築物モデルの構造解析により、加速度計を用

いた構造体の健全性判定（図-2）の工学的判定

基準を示す。また、実装のための技術的留意事

項を整理する。 

② 非構造部材の目視点検指針を整備する（吊り天

井の損傷評価（図-3）を含む）。 

①は、建築物に設置された加速度センサーから地

震時に得られる時々刻々変化する特性を数値で捉え

て、構造体の健全性判定のための基準を検討する。

具体的には、地震時の構造体の固有周期の変化の度

合いから構造体の健全性を推定する。②は、地震時

の非構造部材の損傷評価について現状を整理し、知

見が不足している吊り天井の損傷評価に関する実験

等を行った上で、健全性判定のための基準等を作成

する。 

 

図-2 健全性判定システム

の建築物への実装 

 

 

図-3 吊り天井の損傷 

 

３．令和２年度の検討 

①について、昨年度に引き続きシミュレーション

により建物全体の残存性能と固有周期の変化の度合

いの関係を把握した上で、判定基準について検討し

た。②について、吊り天井の下地の接合金具（クリ

ップ）の外れとたわみの関係を実験により把握した。 
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１．はじめに 

国内の非住家建築物の約半数は築30年以上を経過

し、建替えの検討例も増えている。このような都市

の更新の機運が高まる中、多様なニーズに対応しつ

つ建築物の更新を促進し、迅速な都市の強靭化を図

るためには、既存杭に係る課題に対応した合理的な

建築物の構造規定の整備が求められる。本課題は、

既存杭を含む敷地の安全かつ合理的な利用法の開発

を目的とするものである。令和2年度は、既存杭を撤

去した敷地地盤での杭基礎の設計法の開発に資する

ため、載荷実験や応答解析を実施して杭撤去による

影響を把握した。なお、本課題の既存宅地擁壁に関

する技術開発の内容については、別途報告している。 

２．技術開発の概要 

(1) 既存杭の撤去に伴う地盤の影響評価のための載

荷実験 

既存杭が存する敷地地盤において、既存杭を撤去

して埋め戻した後に新設杭を施工し、鉛直・水平載

荷実験を実施した（写真）。杭の撤去に伴う敷地地

盤特性の変化が当該敷地での新設杭に及ぼす影響を

本実験データで実証することにより、既存杭の処理

を考慮した杭基礎と上部構造の合理的な耐震設計法

の構築につなげる。 

(2) 既存杭の撤去・新設による建築物の上部構造へ

の影響評価のための解析 

杭の撤去・新設の影響を把握することを目的とし

て、既存建築物及びその杭の撤去後に新設される建

築物を対象に、既存杭の撤去・新設に伴う地盤のゆ

るみ等が新設建築物の上部構造の応力や地震応答に

与える影響を数値解析により検討した（図）。 

 

写真 鉛直載荷試験（急速載荷方式）の状況 

 

図 検討対象（14階建て、杭との一体モデル） 

３．今後の予定 

国土交通省関係部局、建築研究所、学識経験者、

関係団体(建築基礎・地盤関係の業界団体等)らとの

連携を継続し、技術開発を進めていく予定である。 
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